
○密接な関係と考えられる法人との契約に関する情報の公表 平成26年4月1日現在

【競争入札による契約】

前々年度 前年度 直近年度

対象契約なし

【随意契約】

前々年度 前年度 直近年度

中華人民共和国ダム運用管理能力向上プロジェクト専
門家派遣(効果的研修手法)

H23.8.12
財団法人日本国際協力センター
東京都新宿区西新宿8-14-24

1.8 松岡　和久 理事長 理事 8,210.6百万円 8,694.6百万円 4,463.3百万円 1/3以上1/2未満
企画競争

（一者応募）

ミャンマー国リハビリテーション強化プロジェクト中間レビュー
調査（評価分析）

H23.8.1
財団法人国際開発高等教育機構
東京都港区赤坂7-1-16 日本生命赤坂第二ﾋﾞ
ﾙ2F

1.7 松岡　和久 評議員 理事 201.3百万円 203.8百万円 176.0百万円 1/3以上1/2未満
企画競争
（4者応募）

ラオス国公共財政管理能力強化プロジェクト終了時評価調
査（評価分析）

H23.8.30
財団法人国際開発高等教育機構
東京都港区赤坂7-1-16 日本生命赤坂第二ﾋﾞ
ﾙ2F

2.0 松岡　和久 評議員 理事 201.3百万円 203.8百万円 176.0百万円 1/3以上1/2未満
企画競争
（6者応募）

1 「当機構OBの再就職に係る情報」の各欄には、契約締結日時点の情報を掲載しています。
2

備考
（契約方法及び一者応札・応

募であったか）
再就職者の

氏名
現在の職名

独法での最終
職名

取引高 直近年度の取引
割合

物品役務等の名称及び数量 契約締結日 契約相手方の氏名及び住所
契約金額
（百万円）

当機構OBの再就職に係る情報 当機構との取引に係る情報

＜注＞

「当機構との取引に係る情報」の「取引高」欄には、契約先の契約締結時点での直近3ヵ年の財務諸表における当機構との取引高を、「取引割合」欄には、直近年度の総売上高又は事業収入に占める当機構との取引高の割合につき、1/3以上
1/2未満、1/2以上2/3未満、または2/3以上のいずれに該当するかを掲載しています。

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月7日閣議決定）を踏まえ、次の要件に該当する契約先について、契約先の協力を得て、各契約ごとに、当機構OBの再就職に係る情報及び当機構との取引に係る情報を公表するも
のです。

　（公表対象の要件）

　　①当機構の役員経験者が再就職している、又は当機構の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。

　　②総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引割合が３分の１以上である。

直近年度の取引
割合

備考
（契約方法及び一者応札・応

募であったか）
取引高物品役務等の名称及び数量 契約締結日

当機構との取引に係る情報

契約相手方の氏名及び住所
契約金額
（百万円）

再就職者の
氏名

現在の職名
独法での最終

職名

当機構OBの再就職に係る情報


